
議案第２号 

尾張北部環境組合の設置について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第２項の規定に基づき、平成

２９年４月１日から犬山市、江南市、大口町及び扶桑町は、ごみ処理施設の設置及

びその施設の管理に関する事務を共同処理するため、別紙のとおり規約を定め、尾

張北部環境組合を設置することについて、議決を求める。 

平成２９年１月２３日提出 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博   

（提案理由） 

 この案を提出するのは、犬山市、江南市、大口町及び扶桑町が、ごみ処理施設の

設置及びその施設の管理に関する事務を共同処理することに伴い、尾張北部環境組

合規約を定め、尾張北部環境組合を設置するため必要があるからである。 





   尾張北部環境組合規約 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、尾張北部環境組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、犬山市、江南市、大口町及び扶桑町（以下「組合市町」という。）

をもって組織する。 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合は、ごみ処理施設の設置及び組合の設置したごみ処理施設の管理に関

する事務を共同処理する。 

（組合の事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、江南市赤童子町大堀９０番地に置く。 

 （組合の議会の組織及び議員の選挙の方法） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、１２人とし、

その選出区分は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 犬山市 ３人 

(2) 江南市 ３人 

(3) 大口町 ３人 

(4) 扶桑町 ３人 

２ 組合議員は、組合市町の議会において、その議会の議員のうちから選挙する。 

３ 組合議員に欠員を生じたときは、その欠員を生じた組合市町の議会は、補欠選

挙を行わなければならない。 

４ 組合議員の任期は、その組合議員の属する組合市町の議会の議員の任期とする。 

５ 組合の管理者は、第２項及び第３項の選挙を行うべきときは、その旨を組合市

町の長に通知し、組合市町の長は、その選挙が終わったときは、直ちにその結果

を組合の管理者に通知しなければならない。 

（議長及び副議長） 

第６条 組合の議会は、組合議員のうちから議長及び副議長それぞれ１人を選挙し
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なければならない。 

２ 議長及び副議長の任期は、組合議員の任期による。 

（組合の執行機関の組織及び選任の方法） 

第７条 組合に管理者１人、副管理者３人及び会計管理者１人を置く。 

２ 管理者は、組合の議会において、組合市町の長のうちから選挙する。 

３ 副管理者は、管理者を除く組合市町の長をもって充て、会計管理者は、管理者

の属する組合市町の会計管理者をもって充てる。 

４ 管理者、副管理者及び会計管理者の任期は、２年とする。 

５ 第１項に定める者を除くほか、組合に職員を置き、その定数は、条例で定める。 

６ 前項の職員は、管理者が任免する。 

（監査委員） 

第８条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、人格が高潔で、財務管理、事

業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（以下「識見を有する

者」という。）のうちから１人及び組合議員のうちから１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年と

し、組合議員のうちから選任される者にあっては組合議員の任期による。ただし、

後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げない。 

（組合の経費の支弁の方法） 

第９条 組合の経費は、組合市町の負担金その他の収入をもって充てる。 

２ 前項の負担金の負担の方法は、次に定めるところによる。 

(1) 組合の議会に要する経費 組合議員定数割 

(2) 施設の設置に要する経費 

ア 均等割 １００分の１５ 

イ 人口割 １００分の８５ 

(3) 施設の管理に要する経費 当該年度の前々年度の１０月１日から前年度の９

月３０日までの間のごみ投入量割 

３ 前項に規定する人口割の算定は、当該支出を要する年度の前年度の１０月１日
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現在の住民基本台帳に記録されている組合市町の人口に基づくものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規約により初めて管理者が選挙されるまでの間、管理者の職務は、江南市

長が行うものとする。 

３ 施設の管理開始後から第９条第２項第３号のごみ投入量の実績値が確定するま

での間、その期間の属する年度における施設の管理に要する経費は、同号の規定

にかかわらず、人口割によるものとする。 

４ 前項の人口割の算定は、第９条第３項の規定を準用する。 
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